
産業間賃金格差の決定図について

康弘

柘現

の研党の躍的は、クロス・セクション分析での産業際環金格表がなにを意味し

ているかを明らかにすることである。分析は2部から成る。第 I部の立三な分析結果

と負の相関~

ターン

をコントロールしでも格差は有意かっ大診しそれは自発的離職率

ということ、そして高賃金産業への労働流入は少なく、格護パ

ほとんど変化していないということである。このことは格差が

なく、労働市場にレント鉄与のイ土組みがあることを示している。

築II部ではレントの存在理由を検討する。主な分析結果として、第 1に、

r 5 9 AJにおいて制本での賃金プレミアムときわめてよく

があることを知ふしたがって監視菱沼や組合組議事容による

い。蒸2に、 いても類i去の格差パターンが存在すること、

レミアムに対し高い説明方をもつことを述べる G

る理由は、企業が収益の一部を

ーン

は適切でな

そして

くすると、

ること 会ひき出し、同時にー設高い貫金のために雇用ラショニン

うという !にあると判断できる。
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マタベンと

1. はじめに

この研究の毘的は、クロス・セクション分寺1fでの詩

意味しているかを明らかにすることである G

われわれはこの開題を 2つめ関いに分け、

lつめの間いは、特定の産業広間麗する

そして 2つめは、もしそうだとすると、なぜそれら

るのかということである。第 I蔀で誌最初の関いをとり

言きによって説慢できるかを謁べていく。 2つめの爵いは、

る。

競争理論によれ江、労働者の賃金辻その労散者の質に忠じて

特性とは関謀しない。この理論は労融市場の分析において、

iこを

えていく O まず

いかと L、うこと、

にレントを与え

ーマであ

数存在し地企業の賃金や労働者の賞など取引土、必要な靖報が正しく紙わる状況を

対象とする。このような完全情報的な市場で辻、労館者の紫が関ーであるかがり、

どの企業が支払う賃金も同ーとなる G Lたがって賃金は機会賃金に一致し、その水

準泣需給を一致させる{直に決まる o たとえ労働需要が産業開で一時的にシフトしで

も、高賃金へ向かう労輸移動によって賃金はまもなく平準化するはずである。

理論においては、同質的な労働者が産業聞で長期間、異なる賃金を受けとることは

ありえない。もし賃金格差が存在するとすれば、それは労働者の質の相違を反映し

ものでなければならない。

これlニ対し、近年の効率賃金理論は所属産業の特性によって労働者にレント

る仕組みを明らかにしている。この理論の主なモデルは労働市場の分析におい

て、人事・労務管理に関するi育報が不完全な状況を対象とする。そして、そこでは

各企業が不完全情報に伴う損失をへらし経営効率を高めるために自主的に繋金換作

を行うことに註自する。賞金は経営効率を誰持する役居を設し¥もはや需給調節の

る

るび

ことができないc 基本的な例として、労苦言者の怠業〈なまけ)に対す

を考えよう。企業は、 (地に適窃な手段がなければ)業金を

より高く操作し怠業に持う労働者の失職費患を大きくすることで労

結果的に人件費上昇を上記る生産註の上昇を子に入れることができ

それぞ札の監議状況に室、じて畠主的に賃金操作を行うので、藍桟が璽
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難な産業では労働者に一段高い黄金を支払うことになるだろう。つまり、肉質的な

労動者が所属産業の特性に応じて、異なる策金を受けとることになる;

この 5年間、米菌の経語学者は勢率賃金理論を用いて産業関格差の意味を解き明

かそうとしている。産業関賃金格差の存在そのものは1950年の Slichter論文以後、

経語学者の広く認めるところだったが、 その理論的な意味づけ辻未解決の問題で

あった。それがLangand Leonardの論文集(1987)を引き に、今Eではそれぞ

れの iこたつ経j斉学者が、労{勲者の繋グ刊、産業所属効果グともいうべき論争

を展開している。現時点での成果を れば、次のとおりである σ

(1) 

(2) 

メジャード(計測可能)な労1覇者の質をコントロールしたクロス・セクショ

ン分者(以下、心開S分析)において、省意かっ大きな産業開格差が存表する

(Krueger and Summers (1988)、Murphyand Topel (1987)、Blackburn

and Neumark (1991))、

アンメジャ ド(言十謝不可能} をコントロールするために、産業時移動

を経験した労勤者サンプルを用いてロンジチュー イ ル分析(以下、 L分

析)を う。その結果は、後らの移動にともなう重金変化試c-S分事?での務

差にかなりよく桜ているということである (Krueger and Summers (1988)、

Murphy and Topel (1987)、Gibbonsand Katz (1989)、Katzand Summers 

(1989) )、

(3) 不快 労働環境を考 しでも、絡差は結小しない (Murphyand Topel 

(1987)、Kruegerand Summers (1988))、

(4) 離鞍率 (quit rate)は黄金ブレミアムと隻の相関をもっ (Krueger and 

Summers (1988))、

(5) 格差パターンは長期間、 きわめて安定している (Krueger and Summers 

(1987)、Murphyand Topel (1987))、

(6) (平均黄金でみた)製造業の格義パタ ンは先 国間でよく桜ている

(Krueger and Summers (1987))、

(7) レミアムは各産業の労鍛装備率および利潤変数とロバストな正の結関

がある (Dickens and Katz (1987))。

つまり、多くの実証結果は、 c-S分析での産業関賃金棒麓を競争理論の決定患

一一計測不可能な労犠者の質、不快な労働環境、労髄需要の一時的な農業開シフト

によって説明することは困難であることを し、同時に絡差の実質が産業所属

から派生するレントであるとしサ見方を支持している o
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われわれは米国での研究方法をまねることにより、日本の産業間格差がどのよう

な意味をもつかを明らかにしたい。第 I部の具体的な作業は次のとおりである。ま

ず次章で計測可能な質をコントロールした推定賃金格差を示し、これを計測不可能

な質あるいは不快な労働環境によって説明できるかについて述べる。つづく第3章

では、いくつかの証拠を上げてこの格差がレントの性格をもつことを示す。第4章

では、賃金格差が労働需要シフトによる均衡回復への過渡的現象であるのかを確認

するために過去10年間の格差パターンを調べる。あわせて労働市場で賃金を平準化

させる労働移動が生じているのかも調べる。第5章は分析結果の要約である。

第I部ではさまざまな公表データを用いて分析を行っているが、結果は同じ事態

をさし示している。それは、 c-s分析上の高賃金産業は労働者を一段高い賃金で
処遇する一方、雇用を抑え、彼らにレントを与えているという事態である。第II部

では、それらの産業が労働者にレントを与える理由をいくつかの理論モデルをとり

上げて検討する。

2. 競争理論における格差決定因

この章では、まず計測可能な質をコントロールしたときの推定産業間格差を紹介

する。次にそれが計測不可能な質の相違として、あるいは不快な労働環境に対する

補償格差として説明できるかを調べる。

2.1 C-S分析での産業間賃金格差

われわれは通常の賃金関数に産業ダミー変数を追加することで、各産業労働者の

鉱業労働者に対する比率賃金格差を推定した(表1)。使用したデータは、 「賃金

センサス」産業大分類データにおける15歳から59歳までの男子常用労働者に関する

ものである。賃金には、現金給与総額を総実労働時間で除した値一一時間あたり現

金給与総額 を用いた。労働者の質をあらわす変数として教青年数、年齢、勤

続年数をコントロールしている。産業別にみた諸変数の平均と標準偏差は付表1に

示した。

表 1からわかるように、計測可能な質をコントロールした段階では産業間格差は

有意かつ重要である。産業夕、ミ一変数は明らかにジョイント有意で、ある (F値

63.637) 。また産業ダミー変数を除くと回帰標準誤差は3.728から4.702へ26.1%

上昇するが、これは(産業ダミー変数を含めた状態で)年齢変数を除いた場合
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表 1 産業大分懇での推定鰭金格差一現金給与総額.1989~手 6 月一

鉱業 o . 0 0 0 
態融業 o . 0 3 2 

(0.058)  

鍛造業 -0.001  
(0.057)  

電熱気供 銅 :IJ'ス o . 1 3 5 
給・水議灘 (0.063)  

連総・通情灘 o . 0 1 6 
(0.058)  

側鉄先食1苫・小路葉、 o . 0 0 9 
(0.058)  

金鞍，保険業 O 桶 331
(0.059)  

不動躍業 o . 4 0 1 
(0.069)  

サービス灘 o . 0 9 7 
(0.058)  

明骨骨甲由明幽酬畑相時四ー・・晶画伽山 崎由』ーー_.陣

S D o . 1 4 7 

R • o . 9 5 1 

F i浅ま 63.637  

観察数〈独立変数〉 856  ( 1 6 ) 

利用資料食会-t:ンサスJ (~霊祭大分類) 1989年、 「毎月勤労統計要覧J1989王手。
iゑ)1.推定に熊いたサンプル!;;、 15羨から59緩までの努子予言湾労働者で、企業茨復工程人以上を対象とする電

気・えfス・書長供給香水道重量」および「遂翰・通信芸能J !立公営会3撃を含み、それ以外の建業;立民護t::if:業のみC
2 推定方法は、各線警察0)労働者数者ウエイト;こ用いた加重OLS。従属変数l立証券関芸うた号務長食事者与総額、す
なわち、 { (定義耳給与〉ー (89年に支払われた終}]IJ給与の8月分務当額))/ (総~労JJJH寺義選後)、の対数{歳。
ょここで分子第2演は「毎月勤労統計要覧J ~e絞め毎月の総災労懲罰寺簡を潟いて算出した。ま主立変数;立;iI建立
産業ダミー習を数{祭器岳連霊祭は「鉱業J)の偽に、さ主主義労働者ダミー蓄を童文、教育年数、 (教青年童文戸、
{主手数戸、勤続年数、 {努続年童文)2。

3.袋中、第 i~霊室長の賃念ブレミアム i主義主主義労働者との比芸事争各差 (dj ) を mす。すなわち、産業ダミ…交差支の
推定係童文伐をみとおくと d，詰 exp(おーし括弧内の委主f直辻、;もめ事票議室誤差。
4.表中 rF1値J I立、 E主重義ダミー変数の係数値がすべて-l!"oであるという簿無仮説に対する F検;iI絞針置の実

毛足後。

(14.0%) よりはるかに大きい。

レミアムを比較すれば、 り大きいことがわか 9つ

の産業を賞金水準で3つに区分すると、 「金融・保険業J、 「不動産業j が高賃金産

業で、中賃金産業が「電気・グス・熱供給・水道議」と「サーピス業J、横る 5つの

産業「鉱業」、 「建設業J、 「製造業ム 「運輸・通信業J、 「卸売・小売業、飲食脂J

が紙葉金農業である。そして、たとえ!;fr金馳・保険業J の黄金を「製造業J の賃

と比べてみると、前者は後者より33.2%(ニ1.331/0.999-りも 。もしこれが
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真の産業所属効果であるならば、 「金融・保険業」の労働者はその賃金の包4.9%

一一平均賃金額から計算すると、時間あたり904円(!)一ーのレントを享受している

ことになる。

2.2 計測不可能な質による説明

競争理論は上にみたc-s分析での賃金格差を、計測不可能な質が産業聞で偏っ
て分布しているからだと説明する。たしかに計測不可能な質が計測可能な質とは相

関せず、しかも前者の質の高い労働者が特定の産業に集中しているならば、適切な

質変数を欠いた推定は真の格差よりも過大な値を与えてしまう。

米国の経済学者は計測不可能な質をコントロールするために、同一労働者が産業

移動でどのような賃金変化を経験したかについて、 L分析を行っている。彼らは移

動前後の賃金データとして照合CPS(matched Current Population Survey)等

を利用できる。 L分析には主として 2つの方法がある。 1つは、 Krueger and 

Summers (1988)の方法である。彼らは非自発的な理由で移動した労働者サンプ

ルのデータを用いて、賃金関数の階差式から「真の」賃金格差を推定する。そして、

その賃金プレミアムがC-S分析でのそれとよく似た大きさをもつことを示してい

る。他の 1つは、 Murphyand Topel (1987)の方法である。彼らはC-S分析で

の推定賃金格差を独立変数にもつような階差式を推定することにより、移動労働者

の賃金変化がこのC-S分析での格差に一致するかを直接、テストしている。結果

は「否」で、 C-S分析での格差の約 3分の 2は計測不可能な質の相違を反映した

ものだとしている。 2つの研究に対し、 Gibbonsand Katz (1989)は、労働者の経

済的動機から発生する自発的移動はL分析における産業所属効果の推定にバイアス

を生む恐れがあること一一産業間移動の内生問題一ーを指摘する。たとえば、特定の

計測不可能な質をもっ労働者が他のある産業で特に能力を発揮すること行先産業内

で判明した場合(マッチング)、彼の移動による賃金変化は産業所属効果とはみな

せないた、ろう。そこで彼らはサンプルを特に事業所閉鎖を移動理由とする者に限定

して、上の 2つの方法をくり返した。推定結果は、いずれの方法においても移動者

がC-S分析での格差の約4分の3に相当する賃金変化を経験しているということ

である。このことは、格差の実質が産業所属効果であることを示している

けれども、日本についてはロンジチューディナル・データが得られないので、い

くつかの状況証拠から判定するしかない。この場合、判定できるのはせいぜい産業

所属効果の有無であり、格差のどの程度までがその効果によるものかを知ることは
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困難である。他の簡所と重複するのでそれらの証拠をここに記すことはしないが

(第II部第9輩にまとめた)、第立部においてわれわれは計謝不可能な貨をかなり

コントロールしたと思うサブサンプルにおいても全サンプルでのc-S分続とよく

似た築基パタ…ンが見いだせることを知る。ぞれらの結果から、本論文ではいった

ん計測不可能な索による韓日月を退けることはする。しかし、この説暁の是非は接差

の意味立関する分岐点であり、将来、 L分析等によって結論の再考が必婆になるか

もしれない。

2.3 不挟な労鋪環境による説明

競争理論によるもう 1つの説明は、 c-S分析での麓金格差を補f責務義とみなす

ものである。競争理論は格差を として実はただlつ、不快な労畿環境

を認める。産業によっては仕事内饗は危換で食控は過重なため、労働者の効用を亘

接、補償するために高い質金を支払わなけれ誌ならないと説略する。

われわれは労犠環境をコントロールした上で¥j産業間格差を推定し院した(表

2 )。労働環境デ…タは盛業中分類レベルで科患できる o そこでこれらをコント

ロ…ルし、賞金変数および人的資本変数に対しては「黄金センサスJ産業中分類

タを患いて、大分類盛業開格差を推定した。ょの説明が議切であるなら誌、

働環境をコントロールすれば格蓑拭縮ノトするはずである。しかし結果をみると、語

SDはほとんど器下せず、 「労告書環境をコントロールしないときJ との相関替、

表2 不快な労働環境と議業間重量金接強ー現金給与総額・ 19告書年 8月一

労働環境を J :t ~O-J~ しないとさ J:tト証明舟し 7ことき

(1)賃金" ¥fUJ. 

S D 

輯関係数

O. 169 

l令 000

O. 1喜2

O. 982 

(2)1ミ 2

F値

観察数〈独立変数〉

O. 901 

227.158 

4348(15) 

O. 911 

170.230 

4348(20) 

手IJm資料) r賃金‘センサスJ (産業患や分類)1989年、 「毎月童書労統計葵箆J 1989~、 「労働時間i!iIJ変と労f務室費用の
実態一策金労働時弱輩IJ度等主主会警警笈 J 1容88年、 rl雪金・労働時積雪総選互の案支喜一賃金労働草寺間帯リ度等総会
198吉年、 r労豊富統計年報J1989f手、 「数字でJiI.る獲沼の重力きー渡期重力~耳番号室愛報告-J 1989年。

を用いて、大分綴遺業ダミー変数の係数f磁を推定した。推定方法毒事;土器壁1と関!ニ。
をコントロー/レしていない。
として、有給体綾取得お数、予と後最日勤務のある労総者の割合、労働災害強要芝議事、経営

よる総理署率、 (定霊i薮災労働時事選)/ (所主主内実労徽待問)の5つの費定数をF語いた。
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数も0.982と高い。つまり、労働環境は格差パターンにほとんど影響を与えていな

し、。

もちろん、 ここでの労働環境変数のとり方は十分であるとはいえない。 しかし、

補償格差に関して有意かつ適切な符号をもっ研究が見あたらないこと、 および次章

での結果(そして第II部での産業共通職種の結果) を考えあわせると、 われわれは

この説明を退けることができると考える。

3. レントとしての賃金格差

この章では、 2つの実証分析を通して賃金格差がレントの性格をもつかどうかを

調べる。

1つめの分析は、賃金プレミアムを含む離職関数を推定することにより、離職率

と格差の関係を調べたものである。表3の左側には、今回、 f{国人的理由」による

離職者数データ(f1989年雇用動向調査」原表)を用いて行った推定結果を記して

いる 。A列は産業大分類ベースでの結果で、 B列は産業中分類ベース (30産業)

での結果である。右側には参考として、 Mincerand Higuchi (1988)による

f1982年就業構造基本調査」個票での結果を記している。われわれの結果によれば、

自発的離職率は格差と有意な負の相闘を示し、賃金プレミアムが1ポイント高いと

ころで離職率は0.1ポイント低い。 Mincerand Higuchi (1988) も利用資料等が異

なるにもかかわらず、やはり転職確率と格差の聞に有意な負の相関を見いだ、してい

る。

他の 1つの分析は、 「労働力調査」の転職希望率を調べたものである。表4には、

産業別に過去10年聞の転職希望率の単純平均を記している。 この表から、賃金プレ

ミアムの大きい「電気・ガス・熱供給・水道業」、 「金融・保険業、不動産業」で転

職希望率が低いことがわかる。賃金水準の高い産業に所属する労働者ほど、現在の

企業に満足している割合が高い。

上の 2つの分析は、 c-s分析での賃金格差が(その程度は不明だが) レントの

性格をもつことを示している。 もし労働者がその質にみあう賃金(=機会賃金)を

得ているならば、離職率と格差の問、 あるいは転職希望率と格差の聞に上のような

相関は生じないであろう。 したがって賃金水準が高い産業では労働環境が不快で、あ

それらの産業は「補償」をこえる賃金を支払っていることになる。るとしても、
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3 難聴率と産業問賃金格援の関係

今聞の研究 滋incer and Hi草山hi

A.~愛媛大分類ぐ -À B.厳重量中分類へ'-A (1き88)

し変数 e縫定結泉

(l)従属変数

(2)強rr変数
-対数賃金プヤミ1A

の捻定係数値

• f也の独立変数

(3)綾業分類数

(4) R' 

緩察数{独立変数}

2.縫定方法

3.利用資料と対象労働翁

r個人的漂白J!ζ 問左

よる離職率

-0.1086 -0.0意70

( O.告(93) (0.0358) 

定数項，年齢{年齢階

級の中央値}パ年齢).•. 関左

盗殺ダミー変数と動

続年数との交差項の

後定係数篠

8 30 

O.事48 0.575 

40 {5} 150 (5) 

各観察の食用労働 関芝定

者数による加重OLS

r1989年濯用動向調査J. 間友

15裁から 59滋までの

男子常用労働者

過去 1年以内での

転職経験の有無

“0.0105 

(0.0042) 

ti.きとのものに加え

て，教育.(教事寄). . 

磁婚者ダミー変数

16 

不明

不続 (8)

線芳三喜豪華総モデル

r1982王手就業構造基

本舗査J.15意気から

55歳までの男子常

用者

注)L表の邸機分析を行うには、その務;こ3寄金関数において「対数賃金プレミアム〈重量業ダミ…変数の係委主後)J 
aと rf，霊幾ダミー変委主と勤続年数との交差項の係数値J を後2志しておく必要悪が為る。ぞれには、今邸の研究
では rj寄金センサスJ1989年を、 Mincer主ndHiguchi (198めでは r1979若手就業携遂察本務査J を胸いて
いる。
2. :3受<j:!1(2)の指5!K内は標準語異議を示す。

表4 援業部にみた転職希議事一1980---89年の単純平均一

(%) 

利用資料) r労苦議カ議査年報J1980年-89然。
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過去10年間の格差パターン4. 

では、上にみてきたような賃金格義は労鍛警主要の産業開シブトによって生乙た均

祭器援への過渡的現象なのだろうか。

われわれは過去10年間の格差パターンを調べてみた。この器開を解くために、

どの 2つの年次の賃金格差をとっても柑関標設は0.96を上5からわかるように、

むしろ拡大する傾向にある。さらに格還をのSDは縮小するのでなく、囲っている。

iま(~設業単位

でなく)労韓者単性でみても結小していない。要するに、格差パターンはこの四年

していない 。

る加重SDについてもいえ、関とことは労働者数をウエイトと

まったく縮小頭売を

表5 過去10~手濁の産業間賃金格差パターンー税金絵与総額・各年 s 晃一

A.格差の報提係数

1984 

L 000 
O. 990 
O. 978 
O. 981 
O. 987 
O. 981 

1983 

L 000 
O. 992 
O. 994 
O. 986 
O. 984 
O. 986 
O. 966 

1982 

L 000 
O. 991 
O. 981 
O. 991 
O. 9宮2
O. 986 
O. 990 
0.974 

1981 

1.0合5
O. 990 
O. 994 
O. 992 
O. 984 
O. 976 
O. 972 
O. 984 
告.982 

iき80

1. 000 
O. 992 
O.号事5
O. 990 
O. 986 
O. 992 
告.991 
O. 987 
O. 992 
O. 977 
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唾

E
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4

・，z
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6
2
4
g
z
A
'
g
A

・B-a

1989 1988 

L 000 
O. 983 

1987 

i ‘000 
O. 992 
O.宮63

1986 

1. 000 
O. 998 
O. 993 
O.幸喜号

1985 

1. 000 
O. 997 
O. 997 
O. 992 
O. 965 

1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1宮87
1988 
1989 L 000 

soの推移B. 

0.106 0.095 0.099 0.100 0.109 0.115 0.128 0.129 0.137 0 、147
0.064 0.059 0.062 0.067 0企 067 0.073 0.079 0.081 0.081 0.078 

1989 1988 1987 iき861985 1984 1983 1982 1981 1980 

S 
主B

(産業大分類)1980年-89年、 「毎晃勤労統計要望事J1980年~喜吉年e
1.各年の格差の捻;u[万ままはき監lと同じ。
2. 主O~童 SDJ 1立、 {建築家佼でなく)労働者議伎での賛会格差是の広が号を示す。具体的には、まず平均労
働者との比主幹格差(むをよ=(1十d;l/( 1十三j発会) 1で求め、 (2:，会主n山で算出した。ここで、需
は全労働者委主iこ占める鯵 j 産業労殺者数のよ~~襲。
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次に、緩業関での労働移動の索状をみてみる。競争理論によれ誌、賃金平準化が

こるとすれば、それi立高黄金産業へ向かう労働移動によって実現するはずである。

6は、各産業向;こf也産業から過去l年以内に転職し入職してきた労働者がどの程

度いるか、その割合を示したものである o ここからわかるように、高賃金産業であ

る「金融・探検業、不動産議Jへの入職率は池の産業と比較して、 2.44%ともっと

も龍い水準で、ある。また、あらゆる形の労働流出入を考慈した常用雇用指数でみて

も(表7)、 「不動産業J で

ない)、 「金融・保険業j、

いものの(もちろん格畿を縮小させるには十分で

・ガス・熱熱給・水道業j で辻それぞれ0.16先、

0.29%で、 じ釘もの1.57%と比べてかなりf品、

上の 2つの分析は、震金格差が競争理論における均南部議への過渡的現象で:まな

いことを明らかにしている。

表B 産業別にみた他産業からの転職人職率一19BO~四年の単結平均一

利用資料) r漆潟動向調変報告J 19きち若手-89主f'，
さ注)1.各年の「他産業からの転職入職率J I立、 (当該農業以外の愛議長〈第 l
ただし調査時ヨ主義著者)/ (6月末日現在の当該長設業主の常用労苦患者数}
緩め夢喜子、 1988年一S吉年以15緩から59絞め男子を対象とする。

(%) 

も会主r)からの転機入職者数、

198む年-87冬は15議から54

7 il設業躍にみた常用璃照詣数の対前年増減率一 1980~B9~棋の単輯平均一

(%) 

利用資料) r毎j奇襲主労統計襲撃まJ1980年-89年。
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5. 第 I蔀の分析結果

ここで、第 I部の分析結果 しておく。競争理論辻、労愉者が長期間、レン

トを得ることを認めない。そこでわれかれは、 c-s分析での有意かつ大きな業金
格差が競争密舎の 3つの決定盟一 (a)計測不可能な質、 (b)不快な労働環境、(c)

労働鎗饗の産業関シフトーーによって説明できるかを調べた。

上の(a)(b) (りによる説明について、分析結果は以下のとおりである。 (a)によ

る説明:岳計測不可能な撲をかなりコントロールしたと患うサブサンプルにおいて

も、全サンブノレでの格殺とよく{!'J，た格義が見いだせることを指議した(詳細辻第立

部第 9章をみよ)0 (b)による説明:舎労働環境をコントロールしても、格差はは

とんど結小しない、会自発的離職率と懇差は有意な煮の相関を戒す、会高賃金瀧撲

において転職希望率が震い。(c)による説鴫:岳格差パタ…ンは過去10年詩、まっ

たく縮小していない、号労犠移動に関して?農産業からの転職入職率は逆に高賃金産

業において抵い。

これらの結果辻、 c-s分析での黄金格差を競争理論によって説明することが悶
難であることを示している。上の分析結果を考えあわせると、特定の産業が露金を

ひき上げる…方、雇用を抑えるラショニングを行うことで所属労働者にレントを与

えていると判断できる α ただし、格義のどの程度までがレント、すなわち産業所属

るのかを知る廷はL分析等が必要になる。

日梅差を決めるもの一 組合効果、そして市場収益力一

6.第百部のはじめに

第II部では第I蔀の結論を受けて、なぜ特定の産業は労働者にレントを与えるの

かを明らかにする。近年、米国の経詩学者はレントの存在遠出を明らかにしつつあ

る。効率黄金理論は労動者にレントが発生する仕組みを説明している。 Katz

(1986)はこの理論の評価にあたり、さまざまな職種における産業間格差の簡に

い糧関があるという興味深い事実を縮分している。またLewis(1986)、Freeman

and Medoff (1987、Chapter3)は、組磯部門では舞金交渉で組合が労{騒ぎ虫占カを

行使するので来組織部門と比べ労働者が高賃金を得ているとする実証分析を麗額し
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ている。さらにDickensand Katz (1987)は格差を決定する産業特性を抜き出す

ために繋金プレミアムを多数の独立変数に@J~掃させ、賃金プレミアムが藤議の平均

教育年数、労犠装備率そして矛言語変数との簡にロバストな立の拐需があること

している。他方、包本の産業間格差に関しでは、生野 (1970、第3

通職種のデータを用いて黄金プレミアムが一人あたり付加髄穫、組合交渉力、男子

比率、藤用増加率との間で有意な正の相関をもつことを示している。水野 (1973、

第3斡は製造業中分類立おいて同様な結果を報告している。われわれは先行する

これらの研究を手掛かりにして、日本の産業関搭差の決定簡を明らかにしたい。

以下では次のJI震序でこの課題ぷ絞り組む。まずわれわれは効率舞金理論による格

護の説黙を検討する。この理論にはさまざまなパージョンがあるが、ここで辻{-'e表

的な 2つのモデル一一君、業モデルと贈与究換モデルーーをとり上げ、それらによる

格穫の説明が妥当であるかを実証的にみていく{第 7章)。つづく第8意では、

業間格差を組合効果の結果として説明できるかを調べる。第9章では格差の発生課

盟を労働者の人的資本に求める 2つの説明に関して、実証結果を整理する。第10章

は第?翠の続きにあたり、繋金プレミアムがそれぞれの産業の市場収強力とどのよ

うに関探しているかを調べる。最後の第11章で第II部の分析結果を要約し、第1

問題に答を与える。

7 .効率賃金理論による説明

ょこの章では効率賃金議論から君、議モデルと鰭与交換モデルの 2つをとり上げ、そ

れぞれがc-s分軒での賃金格差を違切に説明できるかどうかを挟訴する。周知の
ように「効率賃金議論」とは、企業の{市場清算賃金をこえる)自主的な繋金ひき

上げが料j需の増加につながるという意味で経営が、効率的'になる点に性自したそ

デル全般をさす。したがって賃金がどのような経雪上の役割を果たすかに正、じて上

のモデルのほかに、転職費用モデゾレ、組織化構成モデル、逆選択モデノレ等がある

(Katz (1986)、Akerlofand Yel1en (1986))。けれどもこの論文では千業者のモデ

ル泣葱接の検討対象とはせず、適当な欝汗で言及することιしたい。

もう 1 してい きたい点は、われわれが上の 2つ丹モデルを別摺のモデ

ルとしてとり扱うということである。たしかにこれらのモデル辻皇室設費用をベース

とした鶏率賃金モデルとして共通の状i晃一一監視費用が高いために企業が蕊接、労

動者の労欝意欲全指定できず、しかも鍵金操作以外には労働意欲をひき出す有効な
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手段がない状況 を対象にして、共通な結果一一賃金は需給一致の水準で、はなく

労働者が十分な労働意欲を発揮するような水準に決まるという結果一ーを有してい

る。けれども後に説明するように両者は賃金が労働意欲に与える効果の理由づけの

点で質的にまったく異なるため、格差に対する説明は異なったものとなる。そこで

われわれはこれらをそれぞれ独立したモデルとしてとり上げ、検討していく。

7.1 怠業モデル (shirkingmodel) 

怠業モデルは、賃金格差が存在する理由を産業聞で監視費用が異なるからだと説

明する。 Shapiroand Stiglitz (1984) およびBulowand Summers (1986)によ

れば、勘定高い労働者は君、業によって得る効用と息業が判明し失職した場合の費用

とを比較した上で、精勤するか恵業するかを選択する。そこで企業は労働者のこの

選択を考慮、に入れ、先に述べた状況では一段高い賃金を支払うことにより失職の費

用を高めることで労働意欲のひき出しを図る。 したがって産業間格差をこのモデル

によって解釈すれば、 それは相対的にみて恵業監視が困難な産業あるいは恵業に

伴って生じる損失の大きな産業において企業が怠業防止の目的から一段高い賃金を

支払った結果だということになる。 この説明が適切か否かを判断するには、監視費

用を産業聞でコントロールしたときに賃金格差がどの程度、縮小するかをみればよ

し、。

われわれが行った 2つの実証分析は、 この説明に対して否定的な結果を与えてい

る。 1つめの分析は、企業規模 r5 -9人」における産業間格差を調べたものであ

る。なぜならこの規模の企業では労働者がどの産業に属するかにかかわらず、君、業

に対する監視は緊密で、あると考えるからである。 しかし結果は表8のとおり、小企

業での格差のSDは0.163で「全体」でのSDO.155、 r1000人以上」規模でのSD

0.140と比べると逆に格差は拡大している さらに小企業での賃金プレミアムが

「全体」あるいは r1000人以上」でのそれときわめて高い相関をもつことをがわか

る (相関係数0.988、0.908)。

もう 1つの分析は、 5つの産業共通職種における産業間格差を調べたものである

(表9)。ここに上げた共通職種は仕事内容が限定的であり、労働者に対する監視

費用は彼らの所属産業とは関係なくほぽ同じであろう。 ここでは表9の結果におい

て、産業所属効果がF値でみても漸近ど値で、みても有意で、あること、 また「自家

用貨物自動車運転手」を除けば、 どの職種についても格差のSDは「全体」でのS

DO.1l5よりも大きいこと、 そしてさらにこれらの職種と「全体」 との賃金プレミ
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企業規模怒にみた推定賃金格差一現金給与総額・ 1989年s月-
A.鉱業労働者との格義

5 - 9人企業規模 1000人以上会体

(1)霊堂金γId1A

O. 163 O. 140 O. 155 S D 

o. 900 O. 961 O. 951 (2) I主z

7. 466 57. 847 64.840 F i滋

206(14) 253(15) 780(15) 鱗擦数{独立変数}

B.相関係数

5 - 9人会業規機 1000人以上全体

1. 000 会体

1. 000 O.き36企業親模 10告。人以上

1. 000 O. 908 O. 988 5-9人

.7.l<よ義主義」における企業主見様5-百人のデータが利用で、きないので、表はこの霊童業を
結果である。

1と隠じc ただしれ r 5-哲人J の推定においては労激怒の種類者コントロールしていな

利用資料}表1とl潟乙。
iお 1.言霊祭・ガス・

除く大分類8
2. 

3刷表中 r3':1'本」とは、企業規淡10人以上をさす。

アムの相関接、数は十分高いことに注意して詰しい

これら 2つの分析結果から、おれわれは全体での措差を監視費用の相違によって

説明することは困難であると考える o

贈与交換モデル (gi仇 exchangemodel) 7.2 

労、ζく通常の形態の取れではなく、贈与交換モデルは黄金謡差を

を行った

結果であると説明する。 Akerlof(1982)、Akerlofand Yellen (1990)によれば、

センチメンタルな労働者は開園や過去の経験をリファレンスとして自分および同僚

ホフェアな交換。ティの構或員として社会規範上、働者とが同じコミュ

を心にナおく。その労動態度や成果に対しそれに値すると考える賞金(フェア黄金)

して企業が実際に支払う震金をフェア賃金と比較する。食業がブニぇア賃金を支払う

しかし、限り、労{鞍者iまその返事しとして企業の期待する水準の労鋤意欲を提供するc

"，024，19号3.556段本経済研究



表 g 職種別にみた推定産業間賃金格差一定期給与・1970年 B月、73年 B月一

A. 鉱業労働者との格差

Eヨヨ置 F胃多種 F司 自費買戸田壬量キ珂

当主主手本 i自動車辿転手自動車運転手 ~{.:王 戸田署宵 Eミ *-イラ二工こ

a広多量 O. 00..0 O. 000  0_000 0.000 O. 000  O. 000  

豆車置世主睦 0_ 174 O. 240  0.032 0_ 652 0.065 0_ 346  

<0.033) 

車l!云量挙樺 O. 189  0_ 417  0_ 043  O. 941 0_ 310  O. 798  

<0.031) 

宮菖室副.・古'ス 0_ 175 ・ 0_ 593 0_ 170  O. 757  O. 197  O. 687  

剤、イ会主権合ーフ』く£書証書母E (0.039) 

王軍事由ー理室イ冨多量 0_ 072  O. 342 0_ 199  0_ 608 O. 205  0_ 626  

(0.033) 

Eロヨ世ー /J、予宅損荏 0_ 125  O. 430  0_ 087  0_ 712  0_ 117  1. 112  

(0.033) 

醤註踊虫・ 0晶 I普通定多量 0_ 271  : o. 535 0_ 23  B 1. 377 O. 605  1. 068  

(0.035) 
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B.相関係数

医ヨ雪"'''司ま量F目 長ヨヨ巨 F自主聖母伺
当主主手本 自且h'"巨五..，;'"五三手 自屋出豆恒主亜'"玉三手 ーョ=争画 F再現曹長通 *-イラ::r二

舌皇室イ本 1.000 

自護軍F百多睦F百 0_ 522 1.000 

自富助主邑主雇厳云三手

Eヨ更l=!:"目壬町雫釦 。申 09~ 0.529 1.000 

自蜜拍車巨王軍-弓F

..，.斜面 0_ 734  0.749 O. 553  1.000 

F司君曹長亀 0.752 O. 639  0_ 519  0.884 1.000 

*-イラ二Eニ O. 562  O. 774  0_ 504  0.827 O. 683  1.000 

刺用資料) r賃金構造基本統計調査報告J1970年、 1973年。
注) 1 表中「全体」での推定方法等は表lをみよ。ただし、従属変数は時間あたり定期給与の対数値であり、独

立変数には年ダミー変数を追加した。括部内の数値は標準誤差を示す。 r漸近x'値」については第 I部注
6) をみよ。

2 共通職種での格差の推定方法は、各観察の労働者数をウエイトに用いた加重OLS。従属変数は時間あた
り定期給与の対数値で、独立変数は定数項、年ダミー変数、産業ダミー変数、職種ダミー変数、後2者の
ダミー変数の交差項、年齢、 (年齢)'、勤続年数、 (勤続年数)'である。この推定からそれぞれの職種にお

ける賃金プレミアムを鉱業労働者との比率格差の形で算出した。
3.各職種の仕事概要は、次のとおり。
「自家用乗用自動車運転手」…自家用の乗用自動車を運転して社員およぴ来客を送迎する仕事に従事する

男子。
「自家用貨物自動車運転手」…自家用の普通、小型貨物自動車により、自家用の貨物、原材料、半製品、

製品等を輸送する自動車の運転およぴこれに伴う点検、調整の仕事に従事
する男子。

「守衛」…工場、事務所、その他の施設において、火災、事故、盗難、不法侵入、建物の破損防止、物品
の搬入、搬出の監視、その他財産の保護および秩序維持の仕事に従事する男子。

「用務員」…事業所内外の清掃、後片付、従業員の用達、使い走りを行うほか、手不足の際は、荷物の梱
包、発送を手伝う等、事業所の系統的な本来の仕事とは直接関係ない種々の雑務雑役的な仕
事に従事する男子。

「ポイラ工」 ボイラーおよび、ボイラー付属装置の運転およぴ保守の仕事に従事する男子。
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もし支払繋金がフェア震金に達していなけれ誌、労働者は最笹レベルの労犠意欲で・

もってこれに定、怒号することになる(贈与交換)。したがってこのような仮説の意味

るところは、たとえ監視費用が部ーであっても労畿者の労働滋欲を言語い水準に保

つためには、〈む収益の高い産業では企業;まその成果を独者必ず労働者擁に分配する

ことが必婆であり、②しかもその分配の仕方は一部の労働者に片寄ることなくそこ

で働く労働者全体に広く行き渡るものでなけれ誌ならない、ということである。

いくつか を支持している。まず先にみたように表9

通職種の搭謹パターンにおいて「全体j レベルで高賃金量棄である「金融・保換業」

に属する労髄者は、いずれの職種であっても高賞金を樽ている。また、 5つの職種

レミアムの相関係、数をとると、どの 2つの職櫨ペアにおいても0.504か

ら0.884であり高い。つまりこれらの職謹は産業の贈送的職種であるにもかかわら

ず、同一産業内で黄金が互いに引きあっている。

また、一教に男子の賃金は女子の賃金より高いが、このとき弱者の黄金がきiき

あっているならば、男子比率の高い謀議では彼ら双方の賃金も高くなるはずである。

この点を指摘し、共通職種の護金プレミアムが男子比率と

3まな正の相関をもつことを見いだしている (ただし観察数が少なすぎる入こ

れらの結果から、同一巌業開のさまざまな労鶴者の賃金は互いに連接していること

(wage cohesiveness)が推棋できる。

最後に酷わっておくが、上記の合意を正確にもつようなフォーマル・モデルが存

在するわけではないc もっとも近い内容をもつのは Akerlofand Yellen (1990) 

である。彼らはフェア賃金が鍔授の賃金を 1)ブアレンスとして内生前に定まるよう

なモデルを展開している。彼らが得た結果は、このようなモデルの鳴禽においては

の労働タイプ{鞍撞)聞の宝寄金差がワルラス恕蒋禽でのそれよりも小さくな

るということ、すなわち タイプではフェア賃金をこえる賃金で需給が一

致する一方、議賃金労働タイブで辻彼らのブェア葉金が労働意欲の富から下方髄罷

として働くということである。けれどもこの前半部分は高質金労働タイプに企業|蕎

賃金格義が発生する余地のないことを意味し、われわ札の趣旨とは相入れない。わ

れわれ辻この仮説が理論酉で誌不十分であることを魚知しているが、ここ

舎の経験的議要性を主張しておきたい。なお合意舎については第民主主で詳しく披討

する。
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8.組合効果による説明

伝統的な労動組合モデルは舞金格差が発生する理府を、産業ごとに組合め賞金交

渉力が異なるからfごと税暁する。このモデルによれば、多数の組合員をもっ部門

{産業〉では組合は高い組織力を予若葉記企業から嘉養護主をひき出し、その結果そこ

で生じた余剰労齢者が未組織部門に流出して後者では愈愛金になる。日本の産業聞

はこのような組合謹点効果から生まれたものなのだろうか。

ょこの点を確かめるため われわれは2つの実証分析を行う G まず 1つめの分析

辻、組織率をコントロールしたときに推定格差が縮小するか復かを諒べたものであ

る(表10)。畿日芝c:7IJの推定結果は従罵変数を各労働者の対数賃金とし、税立変数

を定数境、産業ダミー変数および人的資本変数としたときのもので、右列は独立変

数としてさらに労働組合組織率を追加したときの結果である。組織率データそのも

のは単一の調査から得ら札ないので、 「読本の労働組合の現状…労働組合碁礎調

査一」における産業中分類Z昔、会議規模別組合員数(男女計で、民営企業に限る}

を「質金センサスj の常用労鶴者数(男女計)で、険した値を組織力の指標として用

いたn 他の諸変数のデータは「黄金センサスJ厳業中分類データを科摸している o

表10 組合独占語果と産業問概念格差一現金給与総額・ 1989年 B月一

綴織率を Jï~n-" しないとき Jiト話網舟したとき

{け推定係数値

-綾織率変数 O.詰?事
(0.009) 

(2)賃金プレミアム

S D O. 16量 O. 172 

相関係数 1. 000 む噂 997

(3) R Z O. 904 O. 905 

F~夜 206.470 218.888 

観察数{独立変数} 3701(15) 3701(1告}

華rJJ語資料) r賃金センサス巡業中分類)198吉年、 r日本の労働総会0)現状一労働組合暴露礎審理登報告ーJ1989年。
主主)1.産業中分類でのデータを用いて、大分類濠室長ダミ…変数の係童文伎を推定した。手控室主方法等は表1と同じ。

ただし、労働緩め喜重要棄をコントローんしていない。
2.是主織率データ iこは、 「日本の労働級会のき建設長Jにおける産業中分類別、公費量規模別組合員数{発女計で、
E立3霊会芸能に限る)を f賃金センサスJの対応する常用労働者数(努女鈴)マ除した値を用いた。
3.緩や(1)0う指弧内の数穫は察当車線重量告示す。
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c-S分析での格差が組合独自効果によるものならば、組織率をコントロールし

後には格差は縮小するはずで、あるο けれども、表10からわかるよう

しているものの仕儀8.778)、経識率をコントロールした後にも賃金ブレミアム

にはほとんど変北がない〈持関探数0.997)。また棒裁のSDIま逆立0.169から0.172

へとかずかながら上昇している

地の lつの分析は、企業競模 f5 -9 AJにおける盛業間格差を謂べることであ

るo 本来、未組織労働者だけからなるサンブ。ノレで産業開格悲を推定するのが理想、的

ここでは組織率のきわめて低いこの規模で格裁が縮小しているかをみること

にする。結果はすでに表8でみたとおりである。小企業での黄金プレミアムは

f本iあるい辻「企業規模1000人以上Jでのぞれとよく患でおり、格差のSD辻むし

ろ小企業で大きくなっている。これら 2つの分析から、設業間接差を組合連主占

立よって説明することはできないと考える。

加えて後者の分析は、組織化脅威モデル Cunion出reatmodel)による説明に対

しでも議定的結果を与えている。このモデルは産業間格穫を、組織化脅戒の大きい

いて未組織企業が組合組織化を恐れてあらかじめ高賃金を支払った結果だ

と説明する。しかしは -9人J競模で辻企業が{理人的迭により労議者の題畿北

を盟止するのは容易であり、地方、上諮問体としても鎮繁な労畿移動等のため口組

畿北をすすめることがむずかしい。にもかかわらず τ全枠Jあるいは f1000人以

上」規模とよく椴た格差パターンを見いだ、せるということは、組織化脅威による格

差の説明が適切で、ないことを訴している。

9 .労犠者の人的資本と

ここでは労1験者の人的資本と機差との関様立ついて 2つの理論をとり上げ、関イ系

する実証結果とそれに基づく評価を述べておきたい。まず最初にここまでの分析結

果を援用して、計測不可能な質 く格設の説明が説得的で之どいことを述べる。

次に、技能形成理論をとり上げるo

産業開格識が計識不可能な賓の相違によるものか否かを知る 1つの方法i立、産業

詣でこれを?きる譲りコントロールしたサブサンプルにおいて格差金パターンがどの

よう立輿なるかをみることである。そのような試みに該当すると考えられる分析は、

企業規模 r5 -9 J 人における格差推定(濃川と産業共通職種における格差推定

(表9)の 2つである。前者を考える は、この規模の就業者には翻
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接*親族従業者が多く で、労験者の鷲iこ自立った差があると考えにくいからで

ある。また後者を考える理由は、共通職議の仕事内容(表9の注をみよ)がマニュ

アル型得業であり労畿者の質によって産業聞で鑓{童生産性が異なるとは懇犠しにく

いからである。結果はすでに第7章でみたように、上の2つのサブサンプルでの推

這絡差は f全体」でのぞれとよく訟たパターンを示している。これらの結果から、

われわれはC-s分析での格差を許測不可能を質の相還によって説明することはで

きないと考える。

次;二、技能形成理論と産業額賃金格差との関鋸について述べる。技義務成理論が

震金に及;ます効果についてはベッカー(1976)を噴矢として、最近では註任

shimoto (1981)、 Ohashi(1983) とCh訂 michael(1985)、上島(1990)等の研

究がある。これらの研究は、企業内訓練によって労{勤者の技能議績が寸すむ状況で

は長期契約が苓利であることを想定し(あるいは証明し)、企業が労働者の転職機

会を考慮に入れたよでどのような長期契約一一 勤続年数プロファイlレーーを

決定するかを暁らかにしている。モデルの設定として契約諾結時点では競争状態を

想定しているので¥一生渡を通してみれば労髄替にはレントは生とない{この理論

の関心は黄金の水準より傾斜にある)。しかし、理論的じ興味深い結果は、企業が

黄金プロファイルにおいて剥轍後の繋金を機会粛金記比べて高くすることで転職機

を制践し、それにより高技能から生まれる収益を確保しようとするということで

ある。したがってその含意は、企業内需"練の有効な部門誌ど訓練後の粛金誌高く

り話i錬時の食金は認iI議費用を主主担するために告まくなるということであり、このため

自発的離磯率の大きさは〈レントの幸子在で誌なく)企業内部!線が生む繋金傾斜に依

るというもの'ごある。

けれども、この理論に関するわれわれの実証結果は次のとおりである:

(じ訓練後の賃金の高い産業は、観練時の繋金も

出賃金一勤続年数プロファイルの傾斜が急である ど自発的離職率が告まい、

とはいえない。

ωの結果については、 を時期あたり現金給与総額とし勤続年数2年以下の労犠

者での推定産業間格差と10年以上の労動者でのそれとの相関保数を調べると0.809

と高いことから明らかである(利用資料 r黄金センサスJ (産業大分調)1989年、

年齢・勤経クロス表)0 (2)の結果については、第I蔀義3の僅帰式における独立変数

ミー変数と勤続年数との交差墳の推定保数値J はこの理論によれ江各産業

での 1年間の特殊語11擦が生み品す賃金増加率老議すが、そこでのこの変数の推定保
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数値は0.301(表 3A夢IJL1.663 (B列)、 -0.1183(Mincer and Higuchi 

(1988) )で H議試それぞれ0.596、2.749、0.7である。最後の推定議は-Jii5、

にでているものの有意でiまない。したがって 2つの実証結果から、技能形成理論を

議議開格差の説明に用いることに誌無理があると患う。

10.賃金格差と市場収誰力

.2蔀で述べたように、贈与究換モデルは、収益力の高い産業は労蘭者の労働

意欲を高水準記雑持寸るためにその収益の一部を労働者側へ分配する必要があると

主張する。この宝誌で辻、産業間賃金格差と各産業の市場校益力とがどのような関係

にあるのかを調べる。

これを知るため立、次のような2つの実証分析を行っ まず 1つめの分析は、

市場収益力をコントロールしたときに婁金格捜がどのように縮小するかを調べたも

のである。市場収益力を表す指標として、 r 1人あたり付加儀鑑J と「付加構穫

率Jの2つを用いる。これらのデータとしてそれぞれ「国民経済計算年報Jにおい

て悶内要素所待を雇用者で設したf蔵、および鹿内要素所持を産出額で除した鐘を

いる。どちらのデータも産業中分翻レベルで利用できる(r金融・様険業Jを含む

19産業)。表11には、これら 2変数を数立変数に迫力ねしたときに大分類産業開格差

がどのように変化するかを記している。表17)結果は、まず市場校益力をコントロー

ルすることで産業間帯義のSDが0.170から0.124へ愈下すること、そしてコント

ロール蔀後での賃金プレミアムの相関保数が0.473でかなり偉いということである o

(表には記していないが、市場校益力をコントロールした設には「不動巌業Jの雲

金プレミアムが-0.071となり 9産業のなかで2番闘に翠い髄となる。〉つまり、産

業の市場設主主力が賃金プレミアムに対して大きな影響を与えていることがわかる。

2つめの分析辻、黄金プレミアムを従属変数として市場収益力にOLS回捕させ

たものである(表1泊。表の結果は、市場収益力は賃金プレミアムに対し

正の相践者もち、たとえiま所購産業の r1入あたり付加価犠Jが1%だけ高まると

との比較である賃金ブレミアムが0.116ポイントだけ上昇することを示して

いる。

さらに、この推定は、独立変数を労働環境変数あるいは組合組織率とした場合よ

りも;まるかにフィットがよい。表13辻、従属変数を策金プレミアムとしたままで独

立変数をそれぞれ市場~又議力、労働環境、組合組織率としたときの回帰標準誤差と
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表 11 市場収議カと産業構霊金絡差一現金給与総額・ 1989年一

市場収益力を Jiト自伽島したと$
JiトD-)Vしないとさ

(1)推定係数値

. 1人あたり付加価値 0.074 
(0.010) 

-付加価鐙 O. 231 
(0‘070) 

(2 ) 金プレミアム

S D O. 170 告.124 

相関係数 1. 000 0.473 

(3) R Z 0.899 0.901 

F鑑 211.096 159.554 

観察数(独立 数} 3956{l5) 3956(17) 

事IJJ努資料) r主寄金センザスJ (足霊祭中分類)1幸喜吉年、 「図民経済計算年報J1989年。
i飴 1.悪童詩集中分類?のデータをF習いて、大分類運霊祭ダミー変業主の係数古査を後定した。推定方法等法表1と関じ。

ただし、労働者の穣績はコント四一ルしていないe

2.後者の葦IJJ護資料から r石治・互:;}j詮製品」、 「その他の後最主主義」を産量く19j護霊長をとりよiず、 r 1人あたり付金E
伽1直J にはど室内要議長所得を雇用者数で霊長した値を、 また rf守1.101務f箆率J には留内華客言葉所得を足量出額で書長し
た値をmいた。
3 表中(1)の括弧内の数値i主総尊皇官呉差告示ず。

表立賃金プレミアムと市場収議カー護会結与総鍛・産業中分譲・ 1989年一

(1)従篤変数

(2)独立変数

賃金プレミアム(19室長業}

. 1人あたり付加価徳(対数値 O.116 

-付加価値率{対数億)

(3) R • 

観察数{独立変数)

手!JJ'軽量安料) r悶Ji;経済計算若手事長J198吉年。

(0.034) 

0.214 

(0.062) 

O. 633 

19 (3) 

注)1.表の@I}I喜分析を行うにiえその前に「資金プレミアム」を彼定しておく必要か、ある。そのイヤ霊長;之、 「霊童金
センサスJ198君主Fの産業中分類データを用いて署長1の援定方法で行った。
2. r 1人あた号付加郷値J および「付金量綴鑑率J の定義は説経11の注2をみよ c
3. l'艶A'::7J法はOLSで、き禁中(2)の指5車内の委主官査は議事選誤畿を主主す。-
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利用資料)

表13 議会プレミアムと産業特性一現金絵与総額・産業中分類・ 1989年一

ンサスJ1989年、 r~議後経済計算年報J 1989等、
1988年、 f賃金・

l告89lf、 r数字で見
事事司法響調査一J 1989~手。

注) 1摘さ誌の数値は、
Jうる。

ミアム (18産業)を若~~託委主グループに OL Sll話綴させたときの邸機事繋準緩きをと支2で

2 表の主主婦分析を行うには、その前;こ r撃を1itプレミアムJ を捻怒しておく必要が為る。その作業は「賃金-1:::
ンサスj 殺事吉年の産量業主中分類データを悶いて表 l の捻定方法"e~すった。
3. rA.市議ヰ低金主fJ変数J Iこは 1人あた号付加価値と付加儀後療を(表11のj主2をみよ}、 rB.労働環境変委主J

f尋呂数、交後輩~oうある労鋭意の割合、労綴災害警強度率、経営ょの畿会による幾職率、 l 

/(所定内~労働時濁)をJIlいたα rc組合組事主主事変童文J の笈幾については表10の後2
みよ。

を記したものである。表の l立、どちら を用いても レミアムに

対して市場収説カがもっとも高い説明力をもつことを示している。ここから、

プレミアムと市場収益力との聞に;立たしかは強い棺関があることがわかる27;
しかし、これらの結果の解釈に関しでは2つの問題がある。 1つめの問題辻、企

業の収益分記という事実辻贈与交鴇モデルのいう企業の自主的な支払いではなく、

労働組合の究棒カに基づくもの(Lindbeckand Snower (1988))であるかもしれ

ないということである。この点についてはまず先の企業規模 r5 -9入J

前者を支持している。 f患の 1つの検証として表11右列の推定に独立変数としてさら

は組合組識三容を追加して梧差が瀦小するかをみた。結果は、たとえ組織率をコント

ロールしても格差に辻ほとんど変化がない、ということで、あった1てこれらの結果

から、われわれi主帝震労1勤務への号車を企業側の賃金譲歩ではなく、企業の自

な支払いの結果た、と解することができる。

2つめの問題は、市場収益力と とは樟互依存的であり を媒ブト

として後者を決めているとはいえないのではないかということであるzてわれわれ

はいうまでもなく、市場i民主主力自斧泣産業の製品市場構造から派住するものである

と考えている。しかしたとえば(r不動議業」のように〉労鍛者に対する詩文楽産、報

約な賃金支払方法が高い労欝意欲をひき出 L、これが高賃金・高~又益をさ住み出して

いるという麗も苦主主できない。この問題については将来、より詳婚な分析を行いた

いと患う o
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11.第百部の分析結果と結論

最設に第II部の分析結果を整理し、第 I部関鎮で述べた問題に答を与える。第II

部ではc-s分析での賃金格差を (a)効率裁金理論一一 (al)窓業モデルと (a2)
年交換モデル一一、 (b)組合効果、(c)粛金プレミアムと市場収益力の関係、と

いう 3つの側面から鵠べることにより、もっとも事実斉合約な格毅説明のストー

リーを採った。

上の(a)(b) (けの標語はついて、分軒藷泉は以下のとおりである。 (al)につい

で:(号所羅産業に関係なく監視が緊密と思う ンブル(企業規模汀 -9

AJ )での産業関搭瑳は、全サンプルおよび大企業サンブノレ(勺000人以上J)で

の格義ときわめてよく{立たパターンを治す、@悶ー職韓i二おける産業間梅若を推定

しても所属効果;之容意であり、震金ブレミアムは「全体」でのぞれと組関

(a討について :CD共通識種の産業揮務遂の聞で相模祭数が高い。(訪につい

て:①組合組織率をコントロ…ルしたとき諮差は逆に拡大する。 (c) について:

母市場収益力をコントロールすると識さを辻縮小し、コントロール前後の嚢金ブレミ

アムの相関害、数はかなり慌い、@賃金フ。レミアムを従属変数とし市場収益力を独立

変数とする臨場式を推定すると、後者詰前者に対して有意な正の相需をもっ、③し

かもこの盟締式のフィット辻、独立変数を労働環境変数あるい辻組合組織率とした

場合のそれより;まるかによい。 法上の結果は、護金格差を監視費用や組合組織率に

よって説明することが器識であることを示すとともに、護金プレミアムが市場校益

力から生じた成果の一部を舟罵労働者にはば広く分配した結果であるという克方を

している O

さまざまな理論モデルのう 贈与交換モデルによる説明誌第 I部、第II蔀の分

析結果と斉合的である。すなわちこのよそデルによれ江、絡義という事態の背後には

市場校益力の相対的に高い農業で、企業はその成果の一部を機会賃金をこえるブレミ

アムとして所属労動者へ広く分譲とする、他方、労勤者棚はその送礼として高い労犠

るという芳館市場特有の家引一一、フェアな交換グ一ーがある。そし

てそれらの企業辻賛金を一段高く維持することで労鋤意欲をひき出す一方、護F誇を

新設し、所属労{働者にレントを与えることになる。われわれの第II部の分析はこの

ストーリーの前半を支持し、第 I部の分析誌後半を支持じている g したがってわれ

われは、上に述べと説明が産業関震金桔殺を存続させる仕組みであるとやi斬する。

議長講義間賃金絡まを(J)I'先走図について 65 



〈付記〉

この論文の統計処理には、 PC版 SAS(日本認Version6.04)を用いた。

注釈

関西労働研究会、

久良光氏およ

-西部部会〈名古題市立大学)において察関安僑氏、村松

から助言や批判をいただいた。本誌レフェリーおよびコリン・ボイ

/レズ氏には改善すぺ冬点について指摘を受けた。また佐藤義雄世氏から研究上の助力会得た。これ

らの方々に記して謝怒を表したい。残る誤りはすべて筆者のものである。この論文は初期の論文

(大阪学院大学DiscussionPaper、1992年5丹、 6月)の改訂である。上島は帝塚山大学特別研究

費の補助を、舟場i立大級生学院大学研究助成費の祷勤を

ミ〉 正確にいえば、競争環論は賃金を決める として不快な労働集壌を認める。これに

ついては第2

2 ) Bulow and Summ日rs(1弼6)。

3) rメジャード(計測可能)な労働者の質」とは、研究者が分析に利用できるように資料と

して測定される (measur吋)質の側面をさす。これに対し「アンメジャード(計測不可能)

な質J とは、各企業は評備しているが(したがって賃金に反換しているが)研究者に

として利用できないような質の側面をさす。前者の倒としては労働者の勤続王子数、

としては協議性や指導力などを上げることができるα

長〉 日本の産業関格差援に療する研究としては、佐野 (1970) と水野(1973)が重要?ある G 後

らの結果については適当な箇所で言言及する。

5 ) 他のさまざまな時間あたり賃金を用いたとき 2に示している。

義を広げるにつれ、格遣をのSDが拡大することに注意してほしい。また、企業規模そコント

ロールしでも、格差パタ…ンにはほとんど影響がない(r現金給与総額bJ )。

6) われわれは回帰式における竣乱項の余分散行列 きないので、ここ

説に対して Eickerの滅iまど (q)検定作:簿無援誌をき受す縦約式の数〉を行った。漸近

XZ (8)値は258.916であり、やはり産業ダミー変数はジ罫イント有意である。こ

法i立、援苦L項に不均一分散の症候があるとき、その共分散行列が対角行手fJでありさ jとすれば

対角要素を特定するこ kなく(0L Sを用いて)

定法である。詳細は島中 (1991、pp.96-97)をみよ。

7 ) Mincer and Higuchi (1988、TABLEAIV)は、

構造基本調査」を用いて緩業関絡援を推定している。そこ

分類による16産業であるが、それらを大きく「鉱業J、

-小売業」、 「サー . ;ゲス・妻名供給・

ることができる。そして後らの推定結果は、
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きるという漸近ど検

る

この講査独自の

「製造業ム

ー保険業、

レミアムがちょうどこの)1援で大



きくなることを示しているo これは、

の結果では、たとえば「金融・

も高く、格差の広がりはさらに大きい。

る。しかも彼ら

に比べ44.1%

また、彼らは米国についても世帯調査 "PanelStudy of Incom日Dynamics"1976年一81

年を用いて格差を推定しており、これにより日米の格幾ノfターンを比較することができる。

推定結果によると、米国では日本とは遂に レミアムが大きし

「金融・保険業、不動産業」のそれは小さい。 レミア

ムについて両国関の相関係数をとると、一0.580である。また製巡業内 (9選立業)に限ってみ

ても、相関係数は-0.493と低い。彼らの研究は人的資本をコントロ…ルしたもので、あり、し

たがって平均賃金を比べて製造業内の格義ノfターンが似ているというさ主張低悶暗号r and 

S出血ners(1987)、Katzand Summ君主s(1989))は蒋検討会婆すもそしてもし日米務で格

差パターンが異なることが事実であるとすれば、

相違(たとえば、労働装備率の義}に燥すること

異なるので遼切な比較とはいえないが、 Kru培 erand Summぽs(1協議〉と「愛念{::ンザスj

{産業中分類)1989年を用いた推定結果との跨で比率賛金プレミアムの総関係数寄?とってみ

た。その結果は、全産業 (34産業〉での報関係数が G‘114、製造業内 (17滋業}で0.246で

あり、やはり穏買は誌い。}

き Katzand Sなお忠告rs(198号、 p.232)は斑urphyand Topel (1路7)の結楽に対し、

変数のデータのとり方が不適切で三うるために下方パイアスカ宝生じていると指摘している。

き} ここで2つの方法を形式的に表現し、 Gibbonsand Katz (1飽き)の総菜を述べて必く。

t善寺点における c-S分析での回帰式は、いうまでもなく

(1) lnwít=~jæjDj 十Xítγ十 Uìt

である。記号は、 '¥Vit.第 i労働者の時間あたり賃金、 D，:第;
可能な人的資本変数、 Uu.擾乱主要。

ミ…きを数、 Xjt: 

これに対し、移動労働者サンプルを用いる L分析の 2つの方法は次のとsりである。
t -1を移動前持点、 tを移動後時点とすると、 Kruegerand Summers (1988) 

(1)の階遣ををとった式 階差をとることによって、 約)の右辺には記していないが)

可能な人的資本がおちる一一

{∞2幻 ln竺it 玄Jsβsjパ刈(φ叫Djt-D丸h以怯t←J一
円 iはt-1

を推定し、島とらの相関をみることである。他方、 Murphyand Topel (1987)の方法は、

いま第 i労働者が時点 tに属していた産業の賃金プレミアム(ら)をみtと記すと

(3) ln~ニ λ(~ít-~i，t-1) 十 (Xít -Xí，t-1)γ+ (Uit-Uj，t-1) 
可司Tj，t-1

し、ここでλ=0およびλ=1をテストすることである。もちろん競争理論によれば

λoであり、 c-S分析での格差が産業所属効果ならばλ=1であるはずである。

Gibbons and Katz (1部9)がサンプルを限定して得た結果は、前者の方法で為

産業隠賃金絡差の決定箆について 67



0.01十0.79主、 R2=0.72、後者の方法で 1=0.74、Zグヲ様準誤差は0.07、というものである

10) L分析のもう lつの問題は、調査閲答者が所属産業名について誤った記入をする点 (mis剛

coding)である。 Krueg邑rand Summers (1持8)、Murphyand Topel (1987)を参照のこと0

11) 資料のJ!文芸誌にあたって労働翁政策調査部(藤周動向様)の方を煩わせた。記してお礼を中

し上げたい。

12) 水野 (1973)第4霊祭;立、格差パタ ンを目的年にまでさかのぼ、って検討している。伎は、

いては戦後、強国 ることを、億差の広がりについては戦前から

長期的に安定していることを緩察している。

13) 米国ではこれとは遂に、小企業においては格遣をはかなり縮小するほrueg釘 and Sum-

mers(1988) )。

14) 転磯署愛用モデルは震宣言格差の原因を援業関での採用主費用や欝11練費用の毅然にもとめる。し

かしこのような限定的な戦種においても格差が生じるという事実は、このよとデルによる格差

の説明と相入れない。

15) 労働者はフェア賃金を形成する際、企業内の策金だけでなく、幼企業の賃金もリファレン

スとするだ、ろう。植田・路湾 (1989)は徹別企業の王子均賃金に対して人的資本変数以外に、

世間祁場(rその産業の平均賃金」芯よぴ「経済全体の平均賃金J)もま

をもつことを示している。

16} 組合効果が有窓でありながら格畿に変化がみられない理由は、各議業のなかで会議規模と

組議率の関に高い相関が芸うるからだろう。実際、独立変数として{組織率変数のほかに)企

業規模グミ…変数を追加すると組織率変数の捻窓係数値は…0.056、標準談議は0.014となり、

もはや問…産業、同一規模内で組合効果は見いだせない。

17) r 1人あたり付加綴儀」、 「付加織寵霊答」の産業開でのパターンは安定的である。

日80年と1989年との相関係数はO‘987、後者のそれは0.879である

18) 表11右安lJの推定にさらに組織主義を追加する場合、利用可能な観察数は3309となる。組議率

をコントロールする前後の格援のSDはそれぞれ0.127、0.124で、大差がなく、向者の相関係

数も0.990と高い。

19) この問題はレブこに 1)ーの指摘にjtう。
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付表 1 藷変数の加護平均と加麓 5D-1989年s月一
A.生巌労働者

時間あたり 時間あたり 総集労働時間教務年数年齢勤続年数 労働者数(十人)

定期給与現金給与総額 (%) 

会体 1365.16 1719.70 206.63 10.84 38.86 12. 19 412093.0 

(342.26) (512.25) (9. 14) (1. 46) (11.55) (6.84) (27.2) 

鉱業 1293.59 1560.8 210.88 10.27 43.14 11.73 2964.0 

(218.00) (288.03) 〈皐.16) (1. 48) (9.喜4) 〈ふ 50) (0.2) 

絞殺雲霞 1265.04 1457‘H 208“27 10‘45 41. 27 事.47 65270.0 

(202.36) (304.78) (7. 25) (1. 50) (11. 28) (3覆事1) (4. 3) 

縦波重義 1384. 78 1770.85 206.28 1告.事2 書事.3事 12.70 34385き.0

〈主義0.37) (529.37) (9.43) (1. 44) (11.55) (7.16) (22.7) 

B.審理・事務ー技術労働者

華寺照主当り E寺罰当り 総実労働時間 数衡是手数 年齢勤続長手数 労豊島者数(十人〉
定綴給与現金給与総額 (%) 

会体 1695.54 22宮5.04 196.72 12.古車 38.68 12.88 1102182.8 

(615.60) (1015.69) (15.35) (2.41) (10.22) (7.56) (72.8) 

t詰本語障 1739‘88 2373.71 194.66 12. 71 42.34 15‘39 1322.4 

(590.90) (980.46) (17.89) (2.47) (9. 92) (7. 76) (0. 1) 

総紋揮監 1704.25 2274.80 198. 19 13. 15 39.21 12.80 78982.0 

(560.23) (895.18) (12.11) (2.40) (9.昔8) (5.63) (5. 2) 

重要滋揮権 1843‘15 2557.54 194.74 13.47 3語、 46 15.30 230事45.0

(5事2.0草〉 〈事89.78) (1α81) (2.41) 〈告.76) (8.42) (15. 3) 

霊護主渓・ガス・ 2164.10 2き77.90 175.42 12.3霊 39合告3 18. 14 21150.4. 

熱供給'7.主滋雲監 〈草書1.89) (1013.50) (5.05) (2.01) (10秒 84) 〈事.63) (1.4) 

藷喜総.i滋儀費霞 151喜.15 1書27.71 210.53 11.44 41. 15 13. 71 21-7霊44.0

(3書1.87) (624.77) (17.78) (1.墨書) 00.01) (7.54) (14.4) 

総書絞./]、祭葬儀、 1566. 18 20吉皐.58 195‘66 13‘28 35.3事 11. 46 275672.0 

費支重量iぎ (557.64) (893‘31) 00.幸喜〉 (2.29) {弘幸2) (6.告9) o皐.2) 

会議室・{挙後講義 241吉台 00 3631. 41 172.32 14.44 38. 31 14.62 65579.0 

〈事46‘46) (1445.72) (7. 02) (2.05) 宮.72) (8.23) (4. 3) 

不動産藍重義 180告.14 2489.10 193.00 13.71 39.36 8. 56 宮333.0

(535.19) (872‘23) (11. 78) (2.37) (11‘22) (5. 06) (0. 6) 

サ ピス芸能 2151. 96 195. 27 13. 16 38.07 10. 22 201255.0 

(614.52) (966.07) (10.31) (2.43) 00.76) (5. 53) (13.3) 

利用資料)奇怪lと医者じ。

住)l.提は、 15建設からω員長までの努予常用労働者で、企業規模10人).:J上に闘するもので込あ~， ~費支後は妻子義革委警の
よるIJOl霊平均、 f苦弧内iま加重SDを示す。

塁霊祭長男食念寺普遣をの淡Æ~誌について ア?



付表 2 舞金の種類到にみた推定貴金格差一1989年 6丹一

A.鉱業労働者との格幾

断定内賃金 安定期給与 現金給与総額・現金給与総額勧翻麟総額

鉱華経 む.000 合.000 0.000 0.000 0.000 

線設業 O. 055 0.053 。‘ 032 0.033 0.032 

(0.051) (0.051) (日.058) (0‘051) (0.058) 

製造業 -0.026 0.010 -0.001 0.011 -0.002 

(0.050) (0.051) (0.057) (0.050) (0.057) 

電気・γ ぇ・ O. 098 0.134 O. 135 0.119 む.140 

熱供給・水道業 (0宅 055) (0.056) (0.063) (0.055) (0.053) 

選輸・通信業 -0. 009 0.011 -0. 015 -0.037 -0.017 

〈日‘ 051) (0.051) (0.058) (0.051) 〈む‘ B吾容〉

卸売ー小銭業、 』む.012 -0.00事 -0.00嘗 0.007 -0.010 

飲食iさ苦 (0.051) (0.051) (0.058) (0‘051) (0.058) 

金融イ呆操業 O. 235 O. 236 O. 331 O. 313 O. 332 

(0.052) (0.053) (0.059) (0.052) (0.05嘗〉

不動産業 G“ 276 0.302 。.401 O. 3皐2 O. 402 

(0砂 061) (0.061) 〈日.06事〉 (0.051) (0.069) 

ト t'ス幾 告幽 061 0.074 O. 0宮7 O. 100 0.095 

(0.051) (0.051) (0.058) (0.051) (0.058) 

SD  0.104 0.107 O. 147 0.140 O. 148 

;/](]重量 S D 0.062 0.05事 O. 078 G ‘074 0.079 

R' 。嗣 944 。‘ 951 0.963 o 951 

P銭 53.025 48. 720 63.637 76.嘗35 64.338 

鱗葬祭数〈独立変数) I 856 (16) 856(16) 856 (16) 856(32) 856(16) 

B.桓擦係数

所定内賃金 支笠鍛給与 現金給与総錨・ 現金給与総額 b 報務謀総事奨

所定内童数命 1禽 000

定鱗給与 合‘ 994 1. 000 

事総金給与総額・ O.幸91 O.宣告s 1. 000 

現金給与総額 b 0.984 O. 980 O. 997 1. 000 

報酬総額 O.宮91 O. 991 む‘ 999 0.997 1. 000 

利用資料) r食宣言センサスJ (幾多最大分類)1989卒、 「縫月勤労統計費害警芝J1989年、 「労j護主主寺関寄せ度と労働望号F障の
災慾ー賃金労働能李総制度等総合議室ま 1988年。

在住) 1都千藍;a:方法等l立、署長lのさ誌をみよ。
2. 夜金給与総綴bJ ，立、独立変数に会員長ダミー変委主(rlOOO人以上」と勺00-999人J)と
働者ダミー変数、教育塁手数、 {教育年数)2、年験、 {字詰告戸、勤続年数、 〈議室絞若手数)2と
た場合の守麓2芝謀者楽であるa
3.時間あたワ「毅麹ii総額J ，立、 行主主主悪給与)+ (特別議会与の喜男分相当綴) (;a:綴給与)x G島戦金等占法定緩
利望号)/ (笈英語給与総額) (宅建物給与の5月分相当綴)+(法定外綴不1)被の 6月分穏当綴)}/(総労働時
総)

善検 DJについては、表5の注をみよ。

72日本経済研究ぬ24，1993.5


